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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第３期

第２四半期連結
累計期間

第３期
第２四半期連結
会計期間

第２期

会計期間
自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日

売上高（百万円） 11,939 5,413 23,674

経常利益（百万円） 1,061 354 1,934

四半期（当期）純利益（百万円） 645 316 609

純資産額（百万円） － 20,063 20,507

総資産額（百万円） － 28,008 29,261

１株当たり純資産額（円） － 365.48 373.55

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
11.75 5.76 11.10

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 71.6 70.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,472 － 37

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,282 － △124

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△613 － △1,029

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ 3,374 4,818

従業員数（人） － 792 772

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 792  

（注）従業員数は就業人員で記載しております。　

(2）提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 13  

（注）従業員数は就業人員で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）
金額（百万円）

カード機器及びその他事務用機器関連事業 379

コンピュータ周辺機器関連事業 798

その他関連品事業 471

合計 1,649

（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．金額には、標準品の外部生産高を含めております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2）商品仕入実績

当第２四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）
金額（百万円）

セキュリティ機器関連事業 386

カード機器及びその他事務用機器関連事業 637

コンピュータ周辺機器関連事業 257

保守サービス関連事業 215

その他関連品事業 17

合計 1,513

（注）１．金額は、仕入価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

当社グループは見込生産形態をとっており、該当事項はありません。

(4）販売実績

当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）
金額（百万円）

セキュリティ機器関連事業 1,461

カード機器及びその他事務用機器関連事業 971

コンピュータ周辺機器関連事業 1,489

保守サービス関連事業 697

その他関連品事業 794

合計 5,413

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

(1）業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融市場の混乱が実体経済に影響を及ぼし、株式市

場の低迷や急激な円高等による企業収益の悪化に伴う設備投資の減退、雇用情勢の悪化、個人消費の低迷等、景気の

後退感が一段と強まりました。

このような経済環境のもと、当社グループの経営環境におきましても、企業の設備投資計画の凍結や先送り等に

より厳しい状況となっておりますが、効率性や採算性を考慮した社内体制の強化・整備を図り、利益重視の経営を

推進いたしました。

当第２四半期連結会計期間の売上高は54億１千３百万円となりました。利益面につきましては、営業利益は２億

６千９百万円、経常利益は３億５千４百万円、四半期純利益は特別利益として、近畿地区におけるメーリング機器事

業を譲渡したことによる事業譲渡益２億９千万円を計上したこと等により、３億１千６百万円となりました。　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①セキュリティ機器関連事業

セキュリティ機器関連事業につきましては、デジタルセキュリティシステムの主要ターゲットでありますマン

ションへの導入件数の増加等により好調に推移いたしました。その結果、売上高は14億６千１百万円、営業利益は

２億円となりました。

②カード機器及びその他事務用機器関連事業

カード機器及びその他事務用機器関連事業につきましては、カード発行機のＯＥＭ供給は好調に推移したもの

の、企業の設備投資計画の凍結や先送り等により、売上高は９億７千１百万円、営業利益は７千６百万円となりま

した。 　

③コンピュータ周辺機器関連事業　

コンピュータ周辺機器関連事業につきましては、主力商品である業務用カッティングプロッタの販売が、世界

的な景気悪化による設備投資計画の凍結や先送り、急激な円高の影響を受けたこと等により、売上高は14億８千

９百万円、営業損失は１億３千万円となりました。 　

④保守サービス関連事業　

保守サービス関連事業につきましては、セキュリティ機器、カード機器、コンピュータ周辺機器等の保守サービ

スにより、売上高は７億５千７百万円、営業利益は５千７百万円となりました。 　

⑤その他関連品事業　

その他関連品事業につきましては、計測機器及び環境試験装置の開発・製造及び販売他により、売上高は７億

９千４百万円、営業利益は１百万円となりました。

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

所在地別にみますと、日本国内につきましては、売上高は52億１千５百万円、北米地域につきましては、売上高は

４億３千万円、欧州地域につきましては、売上高は２億９千５百万円となりました。

 

（注）事業の種類別売上高及び所在地別売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高を含んでおります。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、33億

７千４百万円となり、前四半期連結会計期間末に比べて２億３千１百万円（6.1％）減少しました。

各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は９億６千３百万円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益６億

４千４百万円、法人税等の還付額８億７千２百万円等があったことに対し、事業譲渡益２億９千万円、法人税等の

支払額１億５千３百万円等があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は11億１千２百万円となりました。これは主に、貸付金の回収による収入９億２

千万円、投資有価証券の売却による収入３億２千６百万円、事業譲渡による収入２億５千２百万円等の収入に対

し、貸付による支出14億５千２百万円、投資有価証券の取得による支出６億９千万円等の支出があったことによ

るものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は６千７百万円となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出９千万

円、短期借入による収入３千万円等があったことによるものであります。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億４千６百万円であります。なお、

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 220,000,000

計 220,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 56,590,410 56,590,410
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 56,590,410 56,590,410 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成20年10月１日

～平成20年12月31日
― 56,590,410 ― 5,000 ― 1,045
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（５）【大株主の状況】

 平成20年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

佐々木　秀吉 東京都文京区 109,600 19.36

レスポワール投資事業有限責任組

合　無限責任組合員　合同会社レス

ポワール

東京都台東区浅草橋４丁目９－11－302 47,057 8.31

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 28,744 5.07

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口４Ｇ）
東京都中央区晴海１丁目８－11 18,083 3.19

ビービーエイチ　ルクス　フイデリ

テイ　フアンズ　パシフイツク　フ

アンド（常任代理人　株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行）

東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 12,848 2.27

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 11,266 1.99

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－３ 10,525 1.85

あいホールディングス社員持株会 東京都中央区日本橋久松町12－８ 10,190 1.80

ザ　チェース　マンハッタン　バン

ク　385036（常任代理人　株式会社

みずほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室）

東京都中央区日本橋兜町６番７号 9,865 1.74

ジェーピー　モルガン　チェース　

バンク　385058（常任代理人　株式

会社みずほコーポレート銀行兜町

証券決済業務室）

東京都中央区日本橋兜町６番７号 9,511 1.68

計 － 267,689 47.30

　（注）１．上記のほか、自己株式が16,941百株あります。

２．当第２四半期会計期間において、合同会社レスポワールから、平成20年11月25日付の大量保有報告書（変更

報告書）の写しの送付があり、平成20年11月17日現在で101,400百株を保有している旨の報告を受けており

ますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大

株主の状況には含めておりません。

なお、合同会社レスポワールの大量保有報告書の写しの内容は次のとおりであります。

大量保有者 合同会社レスポワール

住所 東京都台東区浅草橋四丁目９番11号302号

保有株券等の数 株式　10,140,000株

株券等保有割合 17.92％

  ３．フィデリティ投信株式会社から、平成21年２月６日付の大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があ

り、平成21年１月30日現在で16,581百株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四

半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりま

せん。

なお、フィデリティ投信株式会社の大量保有報告書の写しの内容は次のとおりであります。

大量保有者 フィデリティ投信株式会社

住所 東京都港区虎ノ門４丁目３番１号　城山トラストタワー

保有株券等の数 株式　1,658,100株

株券等保有割合 2.93％
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式 　 

1,694,100
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式 

54,846,800
548,468 ―

単元未満株式
普通株式　　    

49,510
― ―

発行済株式総数 56,590,410 ― ―

総株主の議決権 ― 548,468 ―

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の失念株1,200株が含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

あい ホールディングス

株式会社

東京都中央区日本

橋久松町12番８号
1,694,100― 1,694,100 2.99

計 ― 1,694,100― 1,694,100 2.99

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 562 467 387 348 313 295

最低（円） 426 256 310 230 255 264

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）より「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５

号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,398 4,844

受取手形及び売掛金 ※2
 6,372 6,872

商品及び製品 2,359 2,201

仕掛品 110 254

原材料及び貯蔵品 759 616

繰延税金資産 1,044 1,073

短期貸付金 1,679 42

未収還付法人税等 114 736

その他 448 561

貸倒引当金 △43 △48

流動資産合計 16,244 17,155

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,721 1,758

土地 4,274 4,274

その他（純額） 460 447

有形固定資産合計 ※1
 6,456

※1
 6,480

無形固定資産

のれん 226 244

その他 221 203

無形固定資産合計 448 447

投資その他の資産

投資有価証券 2,675 3,025

長期貸付金 299 280

繰延税金資産 1,476 1,485

その他 527 514

貸倒引当金 △120 △128

投資その他の資産合計 4,858 5,177

固定資産合計 11,763 12,105

資産合計 28,008 29,261
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,814 4,552

短期借入金 30 －

1年内償還予定の社債 50 －

未払法人税等 222 30

賞与引当金 118 107

製品保証引当金 54 86

その他 1,071 1,317

流動負債合計 5,361 6,095

固定負債

退職給付引当金 540 520

負ののれん 1,377 1,532

その他 665 604

固定負債合計 2,583 2,658

負債合計 7,944 8,753

純資産の部

株主資本

資本金 5,000 5,000

資本剰余金 9,049 9,049

利益剰余金 8,318 8,221

自己株式 △1,139 △1,139

株主資本合計 21,227 21,132

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △701 △312

繰延ヘッジ損益 △46 －

為替換算調整勘定 △416 △312

評価・換算差額等合計 △1,164 △625

純資産合計 20,063 20,507

負債純資産合計 28,008 29,261
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 11,939

売上原価 7,358

売上総利益 4,581

販売費及び一般管理費

役員報酬 81

給料及び手当 1,327

賞与 249

賞与引当金繰入額 40

退職給付費用 89

減価償却費 91

のれん償却額 19

貸倒引当金繰入額 6

その他 1,850

販売費及び一般管理費合計 3,757

営業利益 824

営業外収益

受取利息 4

受取配当金 7

負ののれん償却額 209

その他 49

営業外収益合計 272

営業外費用

支払利息 2

為替差損 24

持分法による投資損失 2

その他 5

営業外費用合計 34

経常利益 1,061

特別利益

事業譲渡益 290

その他 9

特別利益合計 299

特別損失

投資有価証券評価損 165

その他 7

特別損失合計 172

税金等調整前四半期純利益 1,188

法人税、住民税及び事業税 178

法人税等調整額 365

法人税等合計 543

四半期純利益 645
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 5,413

売上原価 3,331

売上総利益 2,081

販売費及び一般管理費

役員報酬 39

給料及び手当 649

賞与 139

退職給付費用 61

減価償却費 35

のれん償却額 9

貸倒引当金繰入額 6

その他 870

販売費及び一般管理費合計 1,812

営業利益 269

営業外収益

受取利息 1

受取配当金 7

負ののれん償却額 104

その他 31

営業外収益合計 144

営業外費用

支払利息 0

為替差損 52

持分法による投資損失 4

その他 2

営業外費用合計 59

経常利益 354

特別利益

事業譲渡益 290

その他 4

特別利益合計 294

特別損失

固定資産除却損 4

特別損失合計 4

税金等調整前四半期純利益 644

法人税、住民税及び事業税 60

法人税等調整額 267

法人税等合計 327

四半期純利益 316
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,188

減価償却費 200

負ののれん償却額 △209

投資有価証券評価損益（△は益） 165

投資有価証券売却損益（△は益） △0

事業譲渡損益（△は益） △290

製品保証引当金の増減額（△は減少） △31

貸倒引当金の増減額（△は減少） △14

賞与引当金の増減額（△は減少） △4

受取利息及び受取配当金 △12

支払利息 2

売上債権の増減額（△は増加） 644

たな卸資産の増減額（△は増加） 20

仕入債務の増減額（△は減少） △766

その他 △112

小計 779

利息及び配当金の受取額 13

利息の支払額 △2

法人税等の支払額 △189

法人税等の還付額 872

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,472

投資活動によるキャッシュ・フロー

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△159

投資有価証券の取得による支出 △818

投資有価証券の売却による収入 326

有形固定資産の取得による支出 △179

無形固定資産の取得による支出 △51

貸付けによる支出 △2,799

貸付金の回収による収入 1,144

事業譲渡による収入 252

その他 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,282

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 30

短期借入金の返済による支出 △15

長期借入れによる収入 90

長期借入金の返済による支出 △170

配当金の支払額 △548

その他 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △613

現金及び現金同等物に係る換算差額 △21

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,444

現金及び現金同等物の期首残高 4,818

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,374
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1）平成20年７月１日に株式会社ニューロンの株式100％を取得し、第１四半期連結会

計期間より連結の範囲に含めております。 

(2）変更後の連結子会社の数　10社

２．会計処理基準に関する事

項の変更

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として個別法による

原価法並びに総平均法による原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年

７月５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しており

ます。

この変更に伴う損益への影響は軽微であります。なお、セグメント情報に与える

影響は当該箇所に記載しております。

 (2）たな卸資産の評価方法の変更

たな卸資産の評価方法について、連結子会社である株式会社ドッドウエル　ビー

・エム・エスは、従来、個別法による原価法を採用しておりましたが、連結グルー

プの会計処理の統一を図り、適切な期間損益計算を実施するため、新たな販売管理

システムの導入を機に、第１四半期連結会計期間より総平均法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更してお

ります。

この変更に伴う損益への影響は軽微であります。なお、セグメント情報に与える

影響は当該箇所に記載しております。
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

 (3）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適

用

第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結

決算上必要な修正を行っております。

この変更に伴う損益への影響はありません。なお、セグメント情報に与える影響は

ありません。

 

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算

定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸

倒見積高を算定しております。

２．固定資産の減価償却費の算

定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按

分して算定する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年12月31日）

該当事項はありません。

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年６月30日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は5,837百万円であ

ります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は5,709百万円であ

ります。

※２．四半期連結会計期間末日満期手形 ２．　　　　　　　　 ──────

　　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。な

お、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休

日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれており

ます。

受取手形 184百万円

 

３．保証債務 ３．保証債務

(1）マンション管理組合等のリース債務に対する債

務保証

マンション管理組合等（９件） 19百万円

(2）従業員の借入金（住宅資金）に対する債務保証

従業員（16名） 17百万円

(1）マンション管理組合等のリース債務に対する債

務保証

マンション管理組合等（13件） 47百万円

(2）従業員の借入金（住宅資金）に対する債務保証

従業員（14名） 12百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定 3,398百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △7百万円

別段預金 △17百万円

現金及び現金同等物 3,374百万円

 

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　

平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　56,590,410株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　 　1,694,192株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年９月26日

定時株主総会
普通株式 548 10平成20年６月30日平成20年９月29日利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年２月12日

取締役会
普通株式 548 10平成20年12月31日平成21年３月10日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 

セキュリ
ティ機器関
連事業
(百万円)

カード機器
及びその他
事務用機器
関連事業
(百万円)

コンピュー
タ周辺機器
関連事業
(百万円)

保守サービ
ス関連事業
(百万円)

その他関
連品事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高         

(1)外部顧客に対す

る売上高
1,461 971 1,489 697 794 5,413 － 5,413

(2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － － 60 － 60 (60) －

 計 1,461 971 1,489 757 794 5,473 (60) 5,413

 
営業利益又は営

業損失（△）
200 76 △130 57 1 206 63 269

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年12月31日）

 

セキュリ
ティ機器関
連事業
(百万円)

カード機器
及びその他
事務用機器
関連事業
(百万円)

コンピュー
タ周辺機器
関連事業
(百万円)

保守サービ
ス関連事業
(百万円)

その他関
連品事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高         

(1)外部顧客に対す

る売上高
3,027 2,549 3,318 1,400 1,64311,939 － 11,939

(2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － － 128 － 128 (128) －

 計 3,027 2,549 3,318 1,528 1,64312,067 (128)11,939

 
営業利益又は営

業損失（△）
498 163 △125 84 97 718 105 824

（注）１．事業区分の方法

事業区分は商品及び製品の種類及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な商品及び製品

事業区分 主要商品及び製品

セキュリティ機器関連事業 デジタル監視システム機器

カード機器及びその他事務用機器

関連事業

カード発行システム機器、メーリングシステム機器、鉄骨ＣＡＤシステム、その他

事務用機器

コンピュータ周辺機器関連事業 インクジェットプロッタ、カッティングプロッタ、スキャナ、サプライ用品等

保守サービス関連事業 保守サービス、消耗品

その他関連品事業
計測器、レーザドップラ振動計、サプライ用品、遊技設備、放送設備等の付帯設備、

リース・割賦仲介業等

３．会計処理の方法の変更

（たな卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(1）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適

用しております。この変更に伴う各セグメントの損益に与える影響は軽微であります。
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（たな卸資産の評価方法の変更）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(2）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より連結子会社である株式会社ドッドウエル　ビー・エム・エスは、従来、個別法による原価

法を採用しておりましたが、連結グループの会計処理の統一を図り、適切な期間損益計算を実施するため、新

たな販売管理システムの導入を機に、第１四半期連結会計期間より総平均法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。この変更に伴う各セグメントの

損益に与える影響は軽微であります。

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(3）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。この変更に伴う各セグメントの損益に与える影響

はありません。

４．事業区分の方法の変更

事業区分の方法については、従来、事業の種類別セグメントを「セキュリティ機器関連事業」「カード機

器及びその他事務用機器関連事業」「遊技施設用機器関連事業」「コンピュータ周辺機器関連事業」「保

守サービス関連事業」「リース・割賦関連事業」「その他関連品事業」の７区分としておりましたが、第１

四半期連結会計期間より「遊技施設用機器関連事業」については事業の縮小方針により重要性がなくなっ

たため、「リース・割賦関連事業」については売上高及び営業損益の金額的重要性が低いため、「その他関

連品事業」に含めることにいたしました。

この結果、従来の方法に比較して当第２四半期連結累計期間の売上高は「その他関連品事業」が２億４千

７百万円増加し、営業利益は７千８百万円増加しております。

 

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                             

(1) 外部顧客に対する売

上高
4,687 430 295 － 5,413 － 5,413

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
527 － － － 527 (527) －

計 5,215 430 295 － 5,941 (527)5,413

営業利益又は営業損失

（△）
384 0 23 △9 399 △129 269

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                             

(1) 外部顧客に対する売

上高
10,1501,145 643 － 11,939 － 11,939

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,360 － － － 1,360(1,360) －

計 11,5111,145 643 － 13,300(1,360)11,939

営業利益又は営業損失

（△）
972 4 36 △24 990 △166 824

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
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２．本邦以外の各区分に属する主な国又は地域

北米……………アメリカ

欧州……………オランダ

その他…………韓国

３．会計処理の方法の変更

（たな卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(1）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適

用しております。この変更に伴う各セグメントの損益に与える影響は軽微であります。

（たな卸資産の評価方法の変更）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(2）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より連結子会社である株式会社ドッドウエル　ビー・エム・エスは、従来、個別法による原価

法を採用しておりましたが、連結グループの会計処理の統一を図り、適切な期間損益計算を実施するため、新

たな販売管理システムの導入を機に、第１四半期連結会計期間より総平均法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。この変更に伴う各セグメントの

損益に与える影響は軽微であります。

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(3）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。この変更に伴う各セグメントの損益に与える影響

はありません。

 

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円）　 358 341 301 1,001

Ⅱ　連結売上高（百万円）    5,413

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
6.6 6.3 5.6 18.5

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年12月31日）

 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円）　 902 742 781 2,427

Ⅱ　連結売上高（百万円）    11,939

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
7.6 6.2 6.5 20.3

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

  (1）北米………………アメリカ、カナダ

  (2）欧州………………ヨーロッパ、ロシア

  (3）その他の地域……南米、東南アジア、オーストラリア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

　満期保有目的の債券で時価のあるもの及びその他有価証券で時価のあるものについては、著しい変動が認めら

れないため、記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

デリバティブ取引については、著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年６月30日）

１株当たり純資産額 365.48円 １株当たり純資産額 373.55円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 11.75円 １株当たり四半期純利益金額 5.76円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（百万円） 645 316

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 645 316

期中平均株式数（千株） 54,896 54,896
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（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

（株式の取得による会社等の買収）

　当社は、平成21年１月28日開催の取締役会において、株式会社塩見設計の株式を取得し、子会社化することを決議いたし

ました。 

１．目的

　当社は、株式会社塩見の営む構造設計、耐震診断・補強設計及び建築設計事業を譲り受けるため、株式会社塩見設計の

株式を取得いたしました。

２．株式の取得先

難波清孝 

３．買収する会社の名称、事業内容、事業規模

(1）名称

株式会社塩見設計 

(2）事業内容

構造設計、耐震診断、建築設計、監理

(3）事業規模

資本金　３百万円 

４．株式取得の時期

平成21年１月29日

５．取得する株式の数及び取得後の持分比率

取得する株式の数　60株

持分比率　100％ 

 

（重要な事業の譲受）

　当社は、平成21年２月６日付で、当社子会社の株式会社塩見設計を譲受人として、株式会社塩見の営む構造設計、耐震診

断・補強設計及び建築設計事業の譲受け契約を締結いたしました。

１．譲受けの目的

　当社グループは、セキュリティ機器関連事業において設計段階から入り込むことによる事業力強化・拡大や、現在、需

要の高まっている公共施設の耐震工事に必要な耐震診断・補強設計を請負うことによるグループ業績の向上等を視野

に入れ、当社連結子会社である株式会社塩見設計に本事業を譲受けることといたしました。

２．譲受ける相手会社の名称

　株式会社塩見

３．譲受ける事業の内容

　株式会社塩見の営む構造設計、耐震診断・補強設計及び建築設計事業
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当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

４．譲受ける資産・負債の額

　流動資産  807百万円

　固定資産  190百万円

　資産合計  997百万円

　流動負債  1,604百万円

　固定負債  31百万円

　負債合計  1,635百万円

（注）上記金額は、平成20年11月30日現在での概算であり、最終的には平成21年１月31日現在の時価を、両社により

合意された方法に基づき調整した上で決定されます。

５．譲受けの時期

　平成21年２月28日（予定） 

 

（リース取引関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

リース取引については、著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

２【その他】

(1）第３期（自　平成20年７月１日　至　平成21年６月30日）中間配当については、平成21年２月12日開催の取締役会

において、平成20年12月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間

配当を行うことを決議いたしました。

①中間配当による配当金の総額　　　　　　　　　　　548百万円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　10円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　　　平成21年３月10日

 

(2）訴訟の提起

当社の子会社であるグラフテック株式会社及び当社は、次のとおり訴訟の提起を受けました。

①当該訴訟の提起があった裁判所及び年月日

東京地方裁判所　平成20年11月７日（送達日　平成20年11月12日）

②当該訴訟を提起した者

株式会社ミマキエンジニアリング

③当該訴訟の内容及び損害賠償請求金額

イ．内容

　当社の子会社であるグラフテック株式会社が製造・販売しているカッティングプロッタについて、株式会

社ミマキエンジニリングが所有する特許（特許番号：特許第3589441号、「カッティングプロッタと該プ

ロッタを用いたシール材のカット方法」）を侵害しているとして、グラフテック株式会社及び同社を経営管

理している当社に対し、特許権侵害行為の差止めと損害賠償を請求されている事案であります。

ロ．損害賠償請求金額

　金941,909,275円　

④訴訟に対する当社の意見

　前記カッティングプロッタに採用したグラフテック株式会社の技術は、原告の主張する特許における構成要

件を充足しておらず、原告特許を侵害していないと認識しております。このため、本訴訟の提起は誠に遺憾であ

り、グラフテック株式会社及び当社といたしましては、法廷の場で適切に対応していく所存であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月13日

あいホールディングス株式会社
取　締　役　会　御　中

あらた監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 戸　田 　　栄　　　　印　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているあいホールディング

ス株式会社の平成20年７月１日から平成21年６月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年10月１日

から平成20年12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、あいホールディングス株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、あいホールディングス株式会社は平成21年２月６日付けで株式会社塩見と事業

の譲受け契約を締結した。 

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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